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2010 年 7 月 28 日 

     産 業 技 術 部 

 

平成 22 年度 案件形成調査事業について 

 

Ⅰ．地球環境適応型・本邦技術活用型産業物流インフラ整備等事業（一般案件に係

る円借款案件形成等調査及び民活インフラ案件形成等調査） 

 

１． 事業の目的 

本事業は、民間活動のみでは案件の積極的な発掘・形成が望めない開発途上国

のインフラ等投資環境整備、地球環境問題への対応等に関して、我が国企業の優れ

た技術・ノウハウを活用した円借款案件形成等調査及び民活インフラ案件形成等調

査が実施されることを支援し、かつフォローアップ等を行うことにより、円借款案件又

は官民パートナーシップを活用した事業を迅速に発掘・形成することを目的とする。 

 

２． 事業の内容 

開発途上国におけるインフラ等の投資環境整備、地球環境問題への対応等に関し

て我が国企業の優れた技術・ノウハウを活用した円借款プロジェクト及び民活型イン

フラ整備プロジェクトを対象とした案件形成調査。 

 

＊事業のワークフローについては別紙１を参照。 

＊上記調査は、OECD（経済協力開発機構）の DAC リスト（開発援助委員会援助受

取・地域リスト）掲載国を対象とする。 

 

３．実施状況 

6月 25日に本年度の第1回公募採択案件を公示（別紙２参照）。その後、7月 1日

に、採択案件の担当者を対象とした契約・精算説明会を開催し、調査内容に関連す

る環境社会配慮調査項目を盛り込んだ実施計画書を作成するよう指示した。契約交

渉を通じて、実施計画書の内容に不足がないか担当部、環境社会配慮審査役ともに

確認し、7 月下旬に調査委託契約を締結する予定。 

 

4．実施体制 

昨年度同様に、新日本有限責任監査法人（以下 SNC）が、経済産業省からの受託

事業として本調査事業を実施。SNCは、本調査事業遂行にあたり、別紙３に挙げる業

務の全部、あるいは一部をジェトロに委託。 
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別紙２ 

平成 22 年度 一般案件に係る円借款案件形成等調査 

及び民活インフラ案件形成等調査案件概要 

 

１．インド・太陽光集熱型コンバインド発電プラントプロジェクト調査 

実施法人： 三井造船株式会社 

内  容： インド・グジャラート州において、太陽エネルギー熱源を加えることで熱

効率の向上とＣＯ２排出の低減を可能とするガスタービンコンバインド

サイクル（GTCC)発電プラント建設を検討する。既存ガスタービンコンバ

インドサイクル発電所（３０～５０ＭＷe規模）に蒸気を供給することで、

ＧＴＣＣプラントの燃料消費量の削減を目指す。 

 

２．インド・チェンナイ IT コリドー沿線都市開発事業調査 

実施法人： 株式会社三菱総合研究所 

内  容： インド・チェンナイおよび同近郊において、沿線都市開発計画の実現を

検証する。具体的には、①チェンナイ市中心部から15㎞に位置し、約

6haの開発規模を有する国際工業団地International Tech Park Chennai

のPhase 3部分（延床面積約6.5ha）や、②同55㎞に位置し、工業（環境

負荷のない軽工業）、住宅、商業や公共公益等の機能を備えた複合都

市Project OMEGA（約588ha）の開発に関する調査を実施する。 

 

３．インド・ムンバイ湾横断道路計画調査 

実施法人： 大日本コンサルタント株式会社、東日本高速道路株式会社、株式会社

オリエンタルコンサルタンツ、株式会社建設技研インターナショナル、

伊藤忠商事株式会社 

内  容： インド・ムンバイにおいて、社会問題化している交通渋滞の緩和、およ

びムンバイ湾対岸の本土ナヴィームンバイ地区とムンバイを連絡する

ことによる経済発展に寄与するため、ムンバイ湾横断道路計画の実現

可能性を検証する。横断道路計画はムンバイ湾上の 18ｋｍを含み、道

路延長約22ｋｍ。暫定時6車線、完成時8車線の道路を建設する構想

である。 
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４．インドネシア･カラハボダス地域地熱発電開発調査 

実施法人： 西日本技術開発株式会社 

内  容： インドネシア・カラハボダス地域において、140MW の地熱発電開発プロ

ジェクトの実現可能性を検討する。プロジェクトコストは約 420 億円で、

地熱資源（蒸気）開発から発電所建設および送変電設備建設を予定す

る。 

 

５．インドネシア・スラバヤ市都市鉄道建設計画調査 

実施法人： 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 

内  容： インドネシア・スラバヤにおいて、スラバヤ市都市鉄道の建設事業計画

の検証を行う。具体的にはディーゼル式の単線運転（一部区間を除く）

であるSurabayaKota 駅-Sidoarjo 駅間 25.9kmにおいて、複線化、高架

化、電化を行い、また、駅の増設を検討する。 

 

６．インドネシア・スラバヤ市都市内立体交差事業調査 

実施法人： 株式会社片平エンジニアリングインターナショナル 

内  容： インドネシア・スラバヤにおいて、市内8箇所の立体交差点建設のため

の実現可能性調査を行う。採用を検討している施工技術は「急速建設

技術」で、構造としては耐震性に優れる「一体構造システム」を導入す

る。 

 

７．ウクライナ・キエフ市地下鉄 4号線建設計画調査 

実施法人： 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 

内  容： ウクライナ・キエフにおいて、キエフ市地下鉄公社から要請のあった、

地下鉄4号線（18.25km）の建設事業計画の検討を行う。地下鉄4号線

は、Podolsko-Vygurovskaya 線（10.9km：6 駅）と Levoberzhnaya 線

（7.35km：6 駅）および車両基地（18.66ha）から構成される。 

 

８．パラグアイ・公共放送設立及び地上波デジタル放送網整備事業調査 

実施法人： 八千代エンジニヤリング株式会社、日本電気株式会社、財団法人

NHK インターナショナル 

内  容： パラグアイにおいて、公共放送局の設立にともなう設備・機材の整備

および地上波デジタル放送に対応した効率的なTV放送網整備の可能

性にかかわる調査を実施する。 
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９．ベトナム・第二ミトワン橋建設事業プロジェクト調査 

実施法人： 日本工営株式会社、株式会社 IHI インフラシステム 

内  容： ベトナムにて建設計画中の南北高速道路について、Tien Giang 川を渡

る第２ミトワン橋の建設事業の検討を行う。案件の規模は、延長約

3.8km（主橋梁約 1.0km、アプローチ橋約 1.3km、取付道路約 1.5km）、

道路幅員32ｍ（６車線）。主橋梁はベトナム国最大級の中央径間550m

の長大橋である。 

 

１０．ベトナム・ハノイ首都圏高速道路ＰＰＰ事業調査 

実施法人： 株式会社片平エンジニアリングインターナショナル、株式会社片平エン

ジニアリング、中日本高速道路株式会社、伊藤忠商事株式会社 

内  容： ベトナム・ハノイにおいて、新設高速道路の建設、運営および既存高速

道路の改良・拡幅、運営計画を検証する。具体的には、マイジック-ノイ

バイ間で 20.2km（新規）、ファッヴァン-カウゼー間で 30km（改善・拡幅）

の高速道路建設について PPP 方式による事業化を検討する。 

 

１１．ベトナム・ホーチミン市スマートグリッド事業調査 

実施法人： 東電設計株式会社、OPMAC株式会社 

内  容： ベトナム・ホーチミン市において、スマートグリッド導入の検討を行う。

具体的には、ホーチミン電力のモデル地区に配電自動化/自動検針/

需要家管理/エネルギー管理用のシステムを設置し、自動検針や電力

ピーク抑制を行い、停電時間短縮、配電ロス低減等を図る予定であ

る。 

 

 

以上 
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別紙３ 

平成２２年度 地球環境適応型・本邦技術活用型産業物流インフラ整備等事業

（一般案件に係る円借款案件形成等調査及び民活インフラ案件形成等調査）第１

回公募提案要領より抜粋（本文8～9ページ） 

 

６. その他  

（３）本調査事業におけるジェトロの役割  

ＳＮＣでは、本調査事業遂行にあたり、以下に挙げる業務の全部、あるい

は一部をジェトロに委託しております。これに伴い、ジェトロが調査案件の

提案者ならびに受託者に、直接、あるいはＳＮＣを通じて連絡することがあ

ります。また、提案者が提出した資料その他の情報は、必要に応じてジェト

ロと共有します。  

 

（ジェトロが実施する業務）  

・ 応募案件の評価に必要な関連情報の収集・分析  

・ 応募案件の評価（評価方法、評価基準、応募案件の評価案の作成）  

・ 選定案件に関する広報・周知  

・ 「ジェトロ環境社会配慮ガイドライン」（下記（４）参照）の説明  

・ 提案者との調査内容・スケジュール等の詳細に関する協議  

・ 調査案件の実施スケジュール管理、実施状況の把握（中間報告会・最

終報告会の実施、現地調査への同行を含む）、調査報告書の内容チェ

ック等の案件監理  

・ 調査案件の対象国政府機関及び実施機関に対する報告会への同行  

 

（４）ジェトロの「環境社会配慮ガイドライン」に配慮した調査の実施  

本事業は、ジェトロが2008年１月より運用を開始した環境社会配慮ガイド

ライン（2009年７月版）の第Ⅰ部「基本的事頄」及び第Ⅲ部「案件形成調査

時における環境社会配慮」を踏まえ実施致します。提案者はあらかじめ同ガ

イドライン（http://www.jetro.go.jp/disclosure/environment/）をご一読

ください。本事業の実施にあたりましては、環境社会面にも十分配慮するこ

ととし、同ガイドラインに沿って実施して頂きます。 

 

 


